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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年２月１３日（平成３０年（行情）諮問第８６号） 

答申日：平成３０年６月４日（平成３０年度（行情）答申第９０号） 

事件名：愛知労働局職員の分限処分に関する文書（直近のもの）の一部開示決

定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「処分関係綴 平成２１年度起」につき，その一部を不開示とした決定

は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年

１０月４日付け愛労発総１１０４第１号により，愛知労働局長（以下「処

分庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につ

いて，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

以下のとおりである。 

   法５条１号に該当しない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求の経緯 

 （１）本件審査請求人である開示請求者（以下，第３において「請求者」と

いう。）は，平成２９年８月１８日付けで，処分庁に対して，法３条の

規定に基づき，「分限処分に係る文書一式 直近から１人分」に係る開

示請求を行った。 

 （２）これに対して，処分庁は平成２９年１０月４日付け愛労発総１１０４

第１号により，部分開示決定（原処分）を行ったところ，請求者は，こ

れを不服として，原処分の取消しを求め，同年１１月１３日付け（同日

受付）で本件審査請求を提起したものである。 

 ２ 諮問庁としての考え方 

   本件審査請求に関し，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべき

ものと考える。 

 ３ 理由 

 （１）本件対象行政文書の特定について 
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    原処分における対象行政文書は，愛知労働局職員の分限処分に係る文

書であり，愛知労働局において，行政文書ファイルとして「処分関係綴

平成２１年度起」のうち，直近の分限処分として，特定個人にかかる

「人事異動通知書」及び「処分説明書」を本件対象行政文書として特定

した。 

   ア 人事異動通知書 

     人事院規則８－１２（職員の任免）５４条には，分限処分について

任命権者は職員に人事異動通知書を交付して行わなければならない

と規定している。当該文書は，①「氏名」欄，②「現官職」欄，③

「異動内容」欄，④「日付及び任命権者」の欄から構成されている。 

   イ 処分説明書 

     処分説明書は，分限処分の対象となった職員に対して，処分の内容

及び理由等を説明するために，これらの事項が記載された国家公務

員法８９条１項により作成が義務づけられている文書である。当該

文書は，①処分者，②被処分者（所属部課，氏名（ふりがな），官

職，級及び号俸），③処分の内容（処分発令日，処分効力発生日，

処分説明書交付日，根拠法令，処分の種類及び程度，国家公務員倫

理法２６条による承認の日，処分の理由）から構成されている。 

 （２）本件対象行政文書の不開示情報該当性について 

    本件対象行政文書には，特定の被処分者個人について，別表のとおり，

氏名のほか，特定官職への適格性等に関する記載があり，これらの情報

は，自己の資質，人格又は名誉等に密接に関わる当該職員固有の情報で

あるとして，他人に知られたくないと望むのが通常である。このような

分限処分の性格からして，分限処分の処分内容及び執行状況等は，処分

者，被処分者及び分限処分関係事務担当者のみが知り得るものであり，

その取扱いには細心の配慮がなされ，たとえ同じ職場に勤務する職員で

あっても知ることはできない。 

    したがって，これらの情報は，法５条１号の個人に関する情報であっ

て，当該情報に含まれる氏名その他の記述により特定の個人を識別でき

るものに該当する。 

    なお，被処分者は国家公務員であるが，当該事案の中に被処分者の職

務に関係する部分が含まれるとしても，分限処分を受けることが当該職

員に分任された職務の遂行に係る情報ではないことから，同号ただし書

ハにも該当しない。さらに，同号ただし書イ及びロに該当すると認めら

れるべき事情もない。 

 （３）請求者の主張について 

    請求者は，「法５条１号に該当しない」と主張するが，上記のとおり，

不開示箇所については，法５条各号に基づいて不開示情報該当性を判断
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しているものであることから，本件結論に影響を及ぼすものとは認めら

れない。 

 ４ 結論 

   以上のとおり，原処分を維持することが妥当であり，本件審査請求は棄

却すべきと考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年２月１３日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年３月２日      審議 

   ④ 同年５月１６日     本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 同月３１日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

   本件開示請求は，「分限処分に係る文書一式 直近から１人分」の開示

を求めるものであり，処分庁は，「処分関係綴 平成２１年度起」の中か

ら直近の分限処分として，特定個人に係る「人事異動通知書」及び「処分

説明書」（以下，併せて「本件対象文書」という。）を特定し，その一部

を法５条１号に該当するとして不開示とする原処分を行ったところ，審査

請求人は，原処分の取消しを求めている。 

   これに対して，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，本件対象

文書を見分した結果を踏まえ，不開示部分の不開示情報該当性について，

以下，検討する。 

 ２ 不開示情報該当性について 

   本件対象文書は，分限処分を受けた職員に関する人事異動通知書及び処

分説明書であり，いずれの文書にも分限処分を受けた個人の氏名・現官職

等が記載されていることから，本件対象文書全体が法５条１号本文前段に

規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができる

ものに該当すると認められる。 

   法５条１号ただし書該当性について検討すると，当審査会事務局職員を

して諮問庁に対し確認させたところ，厚生労働省において分限処分を受け

た職員に関する情報を公表する慣行はないとのことであるので，不開示部

分は，慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情報であ

るとは認められないことから，同号ただし書イに該当しない。また，分限

処分を受けることは，当該職員に分任された職務の遂行に係る情報とはい

えないことから，同号ただし書ハに該当するとは認められず，さらに，同

号ただし書ロに該当する事情も認められない。 

   次に，法６条２項による部分開示の可否について検討すると，氏名，現
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官職及び所属部課は，個人識別部分であることから，部分開示の余地はな

い。また，その余の部分については，これを公にした場合，同僚，知人そ

の他の関係者においては，当該被処分者が誰であるかを知る手掛かりとな

り，その結果，当該被処分者にとって他者に知られたくない機微な情報が

それら関係者に知られることになり，当該被処分者の権利利益が害される

おそれがないとは認められないので，部分開示できない。 

   したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とすることが妥

当である。 

 ３ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号に該当す

るとして不開示とした決定については，不開示とされた部分は，同号に該

当すると認められるので，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別表 

１ 文書名 ２ 不開示箇所 ３ 該当条項 

人事異動通知書 ① 「氏名」欄 法５条１号 

② 「現官職」欄 同上 

処分説明書及び

続紙 

① 処分説明書「２ 被処分者」欄のう

ち，「所属部課」のうち愛知労働局を除く

部分及び「氏名（ふりがな）」，「官職」

並びに「級及び号俸」の各欄 

同上 

② 処分説明書「３ 処分の内容」欄の

「処分の理由」の記載部分の１行目５文字

目ないし２０文字目，２８文字目ないし３

６文字目，２行目１文字目ないし９文字

目，２３文字目ないし２７文字目，３６文

字目ないし４６文字目，３行目１７文字目

ないし２７文字目，３８文字目ないし４０

文字目，４行目１文字目ないし１１文字

目，４０文字目ないし５行目３文字目，６

行目５文字目ないし１３文字目，３９文字

目ないし４８文字目，７行目２２文字目な

いし３０文字目及び４２文字目ないし８行

目５文字目 

同上 

③ 処分説明書続紙の３行目４文字目ない

し１３文字目，５行目２９文字目ないし３

２文字目及び６行目３１文字目ないし３５

文字目 

同上 

 


